
1 

 

 

    2026年４月 14日 

各 位 

会 社 名 株式会社セレコーポレーション  

代表者名 代表取締役 社長執行役員 山口 貴載 

 （コード：5078 スタンダード市場）   

問合せ先 執行役員 管理カンパニー長 小野 祐介 

 （TEL．03-3562-7264） 

 

 

長期経営ビジョン「ビジョン 2030」の進捗について 

 

 

当社が、 2024 年４月に策定した長期経営ビジョン「ビジョン 2030」の進捗につきまして、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

１．「ビジョン 2030」の位置づけ 

当社は上場から２年を迎えた 2024年３月に、今後の更なる持続的成長と中長期的な企業価値の向上を

達成するため今一度私たちの理念に立ち返り、将来の“ありたい姿”を定め、その実現に向けた方針や

戦略を明確にした「ビジョン 2030」を定めました。「ビジョン 2030」は、当社グループのあるべき姿や

中長期的な目線での企業価値向上に向けた取り組みを進めるための長期経営ビジョンとして策定してお

り、さらに長期の経営ビジョンである「CEL未来戦略」の実現に向けた通過点と位置づけています。 
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２．「ビジョン 2030」計画期間の折り返しを迎えて 

当社グループは、2027年２月期で「ビジョン 2030」が折り返し地点を迎えたことを契機に、当社のあ

りたい姿は『企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現』であることを改めて認識し、企業価

値経営の価値創造プロセスを明らかにいたしました。この結果、「企業価値の極大化」を表す指標として

時価総額を加えることといたしました。あわせて、当社を取り巻く市況の変化等に鑑み、売上高、営業

利益及びＲＯＥの目標値の見直しを行いましたが、「ビジョン 2030」の位置づけ、目標時期に変更はあ

りません。 

引き続き、資本コストや株価等、市場を意識した経営に取り組んでまいります。 

 

『企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現』への価値創造プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．「ビジョン 2030」における重要指標（目標時期：2030年２月期） 

重要指標 目標 
（参考） 

2026年２月期 2023年２月期(策定時) 

時価総額 ２５０億円  １７３億円  ８７億円  

売上高 ３００億円  ２０１億円  ２１３億円  

営業利益 ３０億円  １６億円  １２億円  

営業利益率 １０％  ８.４％  ５.８％  

ＲＯＥ ９％  ５.５％  ４.７％  

ＰＢＲ １倍  ０.８倍  ０.５倍  

平均年収 ９００万円  ７９１万円  ７０２万円  

 

※詳細につきましては、添付資料（長期経営ビジョン「ビジョン 2030」）をご参照ください。 

 

以 上 



「ビジョン2030」
株式会社セレコーポレーション

長期経営ビジョン

2026年4月14日
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企業理念／事業目的

子どもたちの 子どもたちの 子どもたちへ

日本の､ そして地球のよりよい未来をつくるために、私たちセレコーポレーションが果た

すべきこと。それは､ この国の豊かさをつくりだした先人たちに敬意を表し、

感謝の気持ちを抱きながら､この豊かさがよりいっそう広がる未来を描くこと。

そのために社会に貢献する永続企業でなければばらないと考えます。

会社の想い

企業理念

❶ ゲストに最高の笑顔と感動

を届け続ける

生き方にこだわる若者たちの住まいの

選択肢を増やし､住まいを通して｢最高

の笑顔と感動｣を提供し続けることで、

若者たちのより素晴らしい未来を拓く

一翼になること。これこそが、私たち

セレコーポレーションの社会における

存在意義であり、社会貢献であると位

置づけています。

私たちが

果たすべき

社会貢献

私たちの存在意義

事業目的

❷ 社員一⼈ひとりの「しあわせ」の

総和が企業価値

私たちが実現したい企業価値とは、社員一人ひ

とりの「しあわせ」の総和という、私たち独自

の指標です。会社にとって一番の財産は社員で

あり､社員一人ひとりの物心両面の｢しあわせ｣

を大切にしたいと考えています。

この「しあわせ」の総和が大きくなればなるほ

ど、より大きな歓びと感動をゲストに届けるこ

とができ、さらにオーナーの歓びへとつながり、

社会が豊かになり、その果実として、私たちの

企業価値が高まっていくと信じています。
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経営方針／行動指針

持続可能な

安定的成長

成熟期を迎えている内需型事業を展開する私たちセレコーポレーションにとって大切なこと。

それは､リスクの高い性急な成長路線を志向したり､いたずらに規模を追うことではなく、

身の丈に合った堅実経営を貫き永続企業を目指すことです。

私たちは､理想として掲げる事業目的を達成するためにも、独創の事業基盤､確固たる経営基

盤のもと､他が追随できない圧倒的な差別化の独自路線を邁進することで社会に存在感を発揮

し､永きにわたり持続し、事業で社会に貢献する安定した成長を果たしていきたいと考えます。

経営方針

私たちセレコーポレーションの価値創造のために守るべき原則、それが行動指針です。｢信頼｣

と｢⼈財｣､そして｢変化｣。それぞれの言葉に、私たちの想いや信念、価値感を託しています。

信頼

⼈財

変化

行動指針

信頼 とは、社会の一員である

私たちが、企業として果たすべ

き約束を守り続けることで得ら

れるものです。会社そのものへ

の信頼、入居するゲストからの

信頼、そして、住まいの品質や

ブランドに対する信頼。私たち

は、決して一朝一夕では得るこ

とのできない信頼という価値を、

日々の事業活動の積み重ねの中

で培っていきます。

変化 とは、会社の成長を

推進する原動力です。環境

の変化をいち早く読み取り、

柔軟かつ迅速に対応するこ

と。そして、自らも変化す

ることを恐れず、変化する

ことに積極果敢に挑んでい

くことが重要です。変化を

恐れず、常に進化し続ける

先に、豊かな未来が広がっ

ていくのです。

⼈財 とは、会社にとって社

員が何よりも大切な財産であ

るという考えです。ゆえに私

たちセレコーポレーションで

は「人材」と記さず、「人

財」と記しています。一人ひ

とりの社員がよりいっそう魅

力ある人財に育っていくこと

で、私たちの会社は、さらに

魅力ある会社へと成長してい

くと考えています。

信頼 ⼈財 変化
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◼ 2030年に向けて“ありたい姿”を定め、その実現のための長期経営ビジョン「ビジョン2030」を策定します。

「ビジョン2030」は、さらに長期の経営ビジョンである「CEL未来戦略」の実現に向けた通過点との位置づ

けです（次世代の経営者へのバトンタッチ）。

2030年に“ありたい姿”

2030

2022

⚫ “若者たち”にフォーカスし､ストック事業を基

盤とした収益力のある経営基盤の確立

⚫ 竹林のように地下茎でつながりながら､関連事

業会社を“アパート専門メーカー”として多面的

経営に展開し､シナジー効果により売上高1,000

億円､営業利益率10％規模の事業集団を創出

⚫ 若者たちの多様化する価値観､生活様式､消費ス

タイル､興味・関心の変化などを多面的に検証

し､研究をするシンクタンク“TOKYO若者Style

研究所”構想

CEL未来戦略

2024 年３月で上場から２年を迎えました。

そこで、今一度、私たちの理念に立ち返り、今後

の更なる持続的な成長と中長期的な企業価値の向

上を達成するため、将来の“ありたい姿”を定め、そ

の実現に向けた方針や戦略を明確にするために策

定しました。

「ビジョン2030」策定の背景

株式上場・公開
（2022年３月）

多面的経営のための
グループ再編 ビジョン2030

企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現

⚫ アパート専門メーカーとしてニッチトップの実現

⚫ 高付加価値追求による粗利益率の向上
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ビジョン2030の構成要素

⚫ 法令遵守だけでなく、倫理観や公序良俗などの

社会的な規範に従い、公正・公平に業務を遂行

して、社会との信頼を築いていきます

⚫ 取引先からの接待は受けません。公正・公平性

に疑義がないように身を律します。コミュニ

ケーションを否定するものではなく、その場合

は当社が接待をいたします

『社会に信頼される

企業文化の醸成』

『事業で社会貢献をしている

実感を得る』

⚫ 事業そのものを通して、社員一人ひとりが

社会貢献に紐づいているという実感を醸成させ

ます

ビジョンを達成するために計数目標を設定する

計数目標を達成することを前提に社員の物心両面の「しあわせ」を実現させる。

この両輪を実現させることを主眼とします。数字ありきではなく、理念・戦略ありき。

⚫ ニッチャーとして差別化戦略をとり、

独創性を発揮して企業価値を

向上させます

アパート専門メーカーとして

ニッチトップの実現

高付加価値追求による

粗利益率の向上

ビジョン2030
『企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現』
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『企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現』への価値創造プロセス

土地有効活用のコンサルティング01

自社開発物件の組成02

建物の企画・設計03

自社工場での構造部材の製造04

建物の自社建築05

入居者の募集06

入居後の賃貸経営/メンテナンス07

リフォーム/リノベーション/
建替え等アパート経営の見直し

08

フロー事業

ストック事業

01

02

03

0405

06

07

08

自社
一貫生産

インプット

（経営資本）

物心両面の「しあわせ」企業価値の極大化

時価総額 250億円

営業利益率10％

ROE9%、PBR 1倍

年収900万円

週休3日制

【アウトプット】【事業活動】

エリア 対象

構造

ゲスト

（入居者）

資本コストを意識した経営
「ゲストに最高の

笑顔と感動を」

アウトカム

アウトプット

事業活動

ニッチ戦略

アパート専門メーカーとしてニッチトップの実現

高付加価値追求による粗利益率の向上

企
業
価
値
経
営
の
価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

基本理念財務 製造・技術ステークホルダー

時価総額87億円

営業利益率5.8％

ROE4.7%、 PBR 0.5倍

（2023年2月期）

企業理念、事業目的

経営方針、行動指針

セレフィロソフィ

CEL未来戦略

ゲスト、オーナー、

株主、従業員、

アライアンス

ワンストップの

アパート専門メーカー、

敷地対応力、差別化空間

2030年に
ありたい姿
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◼ 「ビジョン2030」の基本戦略のコンセプトは、「セレフィロソフィ」と「CEL未来戦略」の原理原則に基づ

き、あくまで本業の付加価値を高めるため、本業及び本業周辺ビジネスの多面的経営の展開により目標を達

成することを目指します。

ビジョン2030全社戦略コンセプト

これらをベースにして

｢ビジョン2030」実現のための計数目標に対しては、本業を中心に経営資源を集中する

あくまで本業の付加価値を高めるため、本業及び本業周辺ビジネスの多面的経営の展開により達成する

ビジョン2030

⚫ ニッチャーであれ

⚫ 企業の実力は本業で稼ぐ力で測られる

⚫ いたずらに規模を追わず身の丈を知るべし

⚫ 事業そのもので社会貢献をすべし

⚫ 想いは達成できる

セレフィロソフィ CEL未来戦略

⚫ ”若者たち”にフォーカスし、ストック事業を

基盤とした収益力のある経営基盤の確立

⚫ 竹林のように地下茎でつながりながら、関連

事業会社を”アパート専門メーカー”として多

面的経営に展開
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◼ 従来と同様に、独創的な｢アパート専門メーカー｣として､東京圏･若者･鉄骨造アパートに絞り込み､圧倒的

シェアを誇るニッチトップ企業を目指していきます。

全社戦略策定の前提

「ビジョン2030」においても、従来通り、上記の選択と集中による絞り込み（ニッチ戦略）による、

全社戦略のもと、アパート専門メーカーのニッチトップ企業として独自の戦略を策定して実行します

ポジショニング

敷地対応力

×

差別化空間

×

赤煉瓦調の外観

×

ワンストップの｢アパート専門メーカー｣

による管理体制

セレ独自の
取り組み

建築基準法ならびに住宅品質確保法

における型式適合認定･製造者認証取得

アパート経営としての高い品質と

高い事業性の実現をオーナーさまに提供

当社の強み

フルレイヤー（百貨店型）

ニッチ（専門店型）

メ
ー
カ
ー
型

建
築
型 ハウスメーカー

戸建て注文・分譲住宅、
分譲マンション、賃貸住宅、

高齢者施設等
住宅建設事業を

フルレイヤーで展開

セレ コーポレーション

東京圏／若者／
鉄骨造アパートに特化／

型式／自社工場／
自社施工／自社賃貸管理

地域限定型
工務店

地域限定型
建売り業者

全国展開型
マンション
デベロッパー

全国展開型
建売り業者

アパート専門メーカー

東京圏に暮らす

25歳～35歳の若者※1
約200万⼈

従来型の住空間に

不満・やや不満を持つ若者※2 約25%

東京圏で従来型の住空間に

不満・やや不満を持つ若者 約50万⼈

自社年間2,000戸の

安定供給で

事業を継続できるマーケットが存在

約250年

※1 東京都住民基本台帳
（2023年1月）より

※2 国土交通省住宅局（2018年）住宅及び
居住空間に対する総合的な評価より

ターゲット
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ビジョン2030全社戦略

重点施策

付加価値向上による収益力強化と効率性重視による費用削減で高利益体質の創出

• 「My Style vintage」の商

品構成比100％

• 家賃のトップランナー

• セレ独自の賃貸、建物管理メ

ニュー

収益力の改善

• デジタル化による効率化

• 技術改革による工期短縮

• ロボット等自動化推進、共

通部材による生産の効率化

生産性の向上

請負、開発、管理以外のシ

ナジーの効いた事業による

多面的経営の展開

（リフォーム、リノベー

ション等）

アパート経営に派生する

新規ビジネスモデルの構築

ニッチ戦略

「ゲスト」「エリア」「構造」「対象」を選択と集中により絞り込み、

経営資源を集中し、圧倒的な差別化による付加価値の提供を実現する

• 東京圏（１都３県）

に事業エリア限定

• 開発においては東京

都城南・城西地区の

角地に特化

エリア

• 「My Style vintage」に

よる差別化商品の展開

• リスクが低く市場成長

率が高い「収益不動

産」を重視

対象

耐震性があり、自社

工場生産により高品

質が保てる鉄骨造に

限定（型式適合認定、

製造者認証）

構造

入居者ターゲットを

住まいにこだわりを

もつ「未来を担う若

者たち」に絞り込み

ゲスト
（入居者）

各施策の目的・手段・効果・目標を設定し、改革・改善により課題解決を目指す

【収支】

「入るを量りて出ずるを制す」

を念頭に置く

全社戦略

選択と集中による

絞り込み

限りある経営資源

圧倒的な差別化に

よる付加価値の提供
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◼ ゲスト、オーナー、従業員、株主、アライアンスのステークホルダーの皆様が満足する企業経営を

目指します。

ステークホルダー

平均年収900万円、

週休３日制を目標とする

中長期的な成長投資に

資本を投下し、１株当たり

の利益増大により株主価値

の最大化を図る

若者たちの住まいの選択肢

を増やし､住まいを通して

｢最高の笑顔と感動｣を提供

し続ける

エキスパートナーズ、

セレ10社の構築

セレリーシングパートナーズ、

セレメンテナンスパートナー

ズなどとのアライアンス強化

完成後もアパート管理の

オペレーションを担うこと

で３世代、４世代の長期に

わたりオーナーに寄り添う

企業理念：子ども

たちの子どもたちの

子どもたちへ

社会に貢献する

永続企業

ゲ
ス

ト
オ
ー

ナ
ー

従業員

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

株
主

ゲストに

最高の笑顔と

感動を届け続ける

パートナーズ

との連携

社員一⼈ひとりの

「しあわせ」の総和が企業価値

株主価値の

最大化

アパート経営

100年ドックVISION

の実現
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キャッシュアロケーション
（2025.02期～2030.02期）

個別投資の実行 モニタリング・改善アクション

企業価値最大化（ROE９%)に

向けた投資効果の実現への

強いコミットの意識付け

企業価値最大化に貢献しない

投資の早期見極め

改革改善投資55億円

維持更新投資

資本コストに基づいたハードルレートを設定して

投資の可否を判断

ハードルレート＜投資リターン

投資可能額

次世代成長
投資用の

  資本蓄積 ※1

株主還元

自己資金

残高

2024.02期末

180億円

営業CF

キャッシュイン
及び原資

キャッシュアウト
及び留保

◼ 社会貢献を永続的に行う盤石な土台を保持した上で。財務目標のKPIとキャッシュリターンを意識して、最適

な資源配分を行います。投資はハードルレートを設定してモニタリングを実施し、投資の可否を判断します。

キャッシュアロケーションと投資マネジメント

ACTION

⚫ 改善に向けた打ち手の実行

⚫ 撤退検討→撤退実行等

CHECK

個別投資案件の事後フォロー

（起案時計画との比較と改善に

向けた打ち手の策定）

1
⼈財開発
・組織強化
セレアカデミー／
働き方改革 等

2
技術改革

研究開発
設計施工／

生産/試験研究

3
デジタル
改革

プロセス改善
による効率化

4
新規事業

その他
新規事業

8億円 18億円 5億円 24億円

※1 企業理念を守り、社会に貢献する永続企業として存続するための事業活動上の必要資金
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◼ 企業価値を高めていくためには⼈的資本は経営の根幹に位置付けられるものととらえています。

⼈財の活性化、⼈財育成、⼈財獲得、環境整備では、企業価値を最大限に創造するための施策を実行します。

◼ “ありたい姿”をいかに実現するかという観点から⼈財戦略を策定・実行して持続的な企業価値向上を目指し

ます。

⼈的資本経営

⼈財の活性化

⚫ 役職定年制の導入

（取締役、執行役員、部長）

⚫ 従業員のエンゲージメントの向上

⚫ 時間や場所にとらわれない働き方

⼈財育成

⚫ セレアカデミーの設立

⚫ キャリアパスの明確化

⚫ 次世代経営者の育成

⚫ リスキリング（学び直し）
※ 専門性の高い人財育成

待遇・制度整備

⚫ 平均年収900万円（他社比較）

⚫ ベースアップ（在籍給）

⚫ 業績配分の総原資見直し

⚫ 週休３日制導入
※利益計画達成と総労働時間の前年対比維持が条件

⼈財獲得

⚫ 価値創造を支える専門性の高い

多様な人財の採用

⚫ 次世代を担う若手の採用

⚫ 新卒・中途を含む採用戦略の策定
※新卒採用は育成体制の確立が条件

⚫ ジョブ型雇用の促進

⼈的資本活用

による

企業価値の創造

「ビジョン2030」と連動した⼈財戦略の策定・実行

1 2

34
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◼ 持続的成長と中長期的な企業価値の向上を実現していくことを目的として、社員一⼈ひとりの役割と責任を

明確にして、個々が最大限に力を発揮することを促進するために、 2024年3月よりジョブ型⼈事制度を導入

しましたが、当期は、その実効性を高めるため、役割の明確化、公正な評価、そして育成的側面からジョブ

ディスクリプションを改訂し、基盤強化に取り組んでいます。

⼈的資本経営への取り組み

“ありたい姿”を実現するために、会社の方針・組織・社員に期待する職務（ジョブ）を連動させてベクトルを合わ

せる必要があります。また、制度として公平な職務内容、評価を行うために、運用に際しては、モニタリングを実

施して、改善を図ります。

ジョブ型⼈事制度の設計・整備

⚫ 制度上、職位に応じた職務内容と

なるように必要に応じて改善

⚫ 公正な評価と認知されるように不

公平感を解消する

ジョブ型⼈事制度の運用

⚫ 職位とこれに紐づく職務内容と

評価結果が適切に反映しているか

⚫ 男女による職務内容やサイズ・

職位・評価に隔たりはないか

企業価値向上

につながる

サイクル

Plan

Check

Do

Action

⚫ 各職務に期待する役割責任と職務

内容の具体化

⚫ 各職務の職務評価を行い、職務価

値を明確化して、報酬に反映

⚫ 「定量」「定性」両面で貢献する

人財の評価基準を明確化、評価

改善

⚫ 2024年3月より、従来のメンバー

シップ型人事制度からジョブ型人

事制度に移行

⚫ 当期、ジョブディスクリプション

を再定義し、役割の明確化を起点

に、公正な評価・組織の一体感・

人財育成を一体で強化する基盤づ

くりを進める

課題抽出
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◼ 業務プロセスや統制を自動化・外注化し、より専門性の高い⼈財の比重を高めた配置として、

高付加価値創造体制への構築強化を図ります（⼈的資本経営の一環）。

⼈財の配置構成

事務業務

（処理・オペレーション）

付加価値創造に関する

業務（専門性の高い

業務、改革推進等）

管理業務

（分析／統制・管理）

デジタル利用による

プロセス改善、プロセス統制

高パフォーマンス組織の実現

（高付加価値創造体制へシフト）

アウトソース・
サービスセンター
（業務標準化）

早
期
育
成
と
登
用

付加価値創造体制
の構築

デジタル化
業務標準化

アウトソーシング

業務（役割） 現状最適の⼈財配置 将来志向の⼈財配置
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◼ 当社は、ビジョン2030で掲げる「企業価値の極大化と物心両面の「しあわせ」の実現」の達成に向け、

企業価値経営の実践を支える経営基盤の高度化を進めています。その具体的な取り組みは以下のとおりです。

ビジョン2030を実現するための経営基盤の高度化への取り組み

【経営基盤の高度化への取り組み（コーポレートガバナンス強化）】

ビジョン2030

『企業価値の極大化と

物心両面の

「しあわせ」の実現』

取締役会実効性評価

リスクマネジメント

企業理念の浸透 ⚫ セレフィロソフィの書写、輪読など

研修の一環として各各層向けの

取り組みを実施

⚫ 取締役会の将来像を設定した上で、

10年先を意識したプランの立案

⚫ 改善プラン及びアクションを含む

取り組みの実施

⚫ リスクマッピングとリスク対応の見直し

⚫ 設計カンパニー設立、営業関連課の部への

格上げや改革部門の組織化

⚫ 専門性の高い社外役員の登用

ボードサクセッション
プランの立案

事業組織・体制の強化
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“ありたい姿”に向けた

新たな取り組み
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“ありたい姿”に向けた新たな取り組み①

改革体制の専担化による
“実効性とスピード”の両立

経営体制の強化 経営体制の強化

“守り”の高度化のため
第2線と全社横断機能を増強

委員会方式から、課題ごとに専担組織を配置する体制へと移

行しました。これにより、専門性を生かした実効性の高い取

り組みが可能となり、改革の意思決定から実行までのスピー

ドを大幅に高めています。

現業を担う各カンパニー・グループ会社（第1線）が、実効性

あるリスクマネジメントと内部統制を確立できるよう、従来

の「内部監査室（第3線）」に加えて、「リスクマネジメント

室」と「内部統制室（第2線）」を新設し、体制を強化しまし

た。

第1線
各カンパニー・
グループ会社

第2線 内部統制室

第3線 内部監査室

指導

全
社
観
点

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

新設

新設

指導

連携

監査

技
術
開
発
部

ブ
ラ
ン
ド
戦
略
室

商
品
企
画
室

セ
レ
ア
カ
デ
ミ
ー
室

⼈
事
企
画
室

施
工
改
革
室

未来戦略会議

連携

課題毎に専担組織化し“実効性＋改革スピード”をアップ

100
年
ド
ッ
ク
V
I
S
I
O
N
※

※100年ドックVISIONは、アパートオーナーに3世代、４世代寄り添うこと

でオーナーの伴走パートナーになる構想です。
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“ありたい姿”に向けた新たな取り組み②

職⼈の後継者育成に向けて
施工会社の設立

職人の後継者不足という業界課題に対応するため、当社は協

力業者と連携し、100％出資の施工会社を設立します。新会社

では、セレグループとして職人を採用し、協力業者と連携し

た育成を通じて技能承継と将来の担い手を安定的に確保しま

す。本取り組みは2027年3月に開始予定です。

経営体制の強化

千葉工場の環境整備
休憩室の設置

物心両面の「しあわせ」

従業員がより快適に働ける環境づくりの一環として、千葉工

場に複数の休憩室を設置しました。

休憩時間の質を高め、心身のリフレッシュを促進することで、

より働きやすく、生産性の高い職場環境の実現を目指してい

ます。

⚫ 空調/給水設備完備

⚫ 工場内複数設置

100%出資施工会社

セレグループ
として⼈財獲得

協力業者と連携した⼈財育成

当社 協力業者
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“ありたい姿”に向けた新たな取り組み③

物心両面の「しあわせ」

万一への備え
医療保険制度の導入

休業者支援体制の強化と
フォロー手当の新設

物心両面の「しあわせ」

従業員の育児・介護による休業を組織全体で支え合うものと

捉え、休業中の社員が所属する部署に対してフォロー手当を

導入しています。

休業者が安心して育児・介護に専念できるとともに、支える

側の貢献も評価し、誰もが安心して働き続けられる職場づく

りを目指しています。

万一の病気による入院・治療に備え、従業員向けの医療保険

制度を導入しています。

従業員一人ひとりの健康と生活を大切に考え、安心して治療

に専念できる環境を整えることで、長く働き続けられる基盤

づくりを進めています。

病気による
入院/治療

予期せぬリスク

医療保険制度

入院費・
先進医療費を補償

＜治療と仕事の両立＞
治療専念できる安心と働き続けられる環境を両立

＜福利厚生制度の充実＞
⼈財の活性化のため、福利厚生制度の充実化

従業員の育児/介護による休業

休業者の所属部署にフォロー手当を支給

休業者もフォローしている従業員も

安心して、専念できる職場環境に
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株式会社セレコーポレーション

IRに関するお問い合わせ
ir@cel-co.com

本資料の取扱いについて

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づいて
作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するもの
です。
実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。
上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含まれていますが、これらに

限られるものではありません。
今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合において、当社は、本資料に含まれる将来に関するいかなる情報についても、

更新・改訂を行う義務を負うものではありません。
また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等につい

ては当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。


